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異種ワークフロー管理システムを用いたワークフロー連携実験

岡 田 謙 一†1 速 水 治 夫†2

大 南 正 人†3 提 箸 公 代†4

多くの企業において効率の改善とビジネスプロセス自動化のためにワークフロー管理システムが用
いられるようになった．現在のワークフロー管理システムは，単一の組織内部での業務の自動化のた
めには効果的だが，複数の組織間の業務連携を支援することは困難である．しかし，組織間連携はま
すます重要なものになると考えられ，業務連携，仕事割当て，情報共有などのために組織間のワーク
フローを自動化する必要性が高まってきた．著者らは，インターワークフロー管理システム開発プロ
ジェクトを進め，商用の異種ワークフロー管理システムを連携させることに成功した．この論文では，
異種ワークフロー管理システムを連携させる方法として，従来方式とインターワークフロー方式の比
較実験ついて述べる．実験の結果，組織間連携をトップダウンで定義することにより，定義誤りを大
幅に減少させることが確認できた．

Experiments of Mutual Workflow Using
Heterogeneous Workflow Management Systems

Ken-ichi Okada,†1 Haruo Hayami,†2 Masato Ohminami†3
and Kimiyo Sagahashi†4

It is coming into wide use the workflow management systems for the purpose of the efficiency
improvement and the automation of the business in many enterprises. Though work in the
single organization can be automated with present workflow management system, business
processes are often enforced among plural organizations and it is difficult with the present
systems to do the automation of these cooperation. Therefore InterWorkflow system be-
comes necessary, aimed at cooperation of the businesses, the assignment of the work, the
joint ownership of the information, and so on between the organizations. We have performed
the InterWorkflow management system development project and have been successful in the
cooperation of two commercial workflow management systems. In this paper, we describe
the comparison experiments of mutual workflow between conventional method and interwork-
flow method using heterogeneous workflow management systems. As a result of experiments,
we have confirmed the effect of interworkflow method which decreased definition mistakes
drastically.

1. は じ め に

コンピュータで仕事のプロセスを自動化し，管理す

るシステムを「ワークフロー管理システム」という．

現状のワークフロー管理システムにおいては，単一組

織内で連続的に発生する作業群を一連の業務として自

動化することができ，作業の誤りや情報の滞留を防ぎ，
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確実かつ効率的に業務を遂行することが可能になって

いる1),2)．

しかし，現状のワークフロー管理システムでは，組

織間にまたがる業務に関しては，組織間の情報伝達は

自動化されていないため，業務の効率化や作業品質向

上に十分に貢献できているとはいえない．現状のワー

クフロー管理システムを用いて組織間にまたがる業務

を実施する場合，ワークフロー管理システムから手動

で紙媒体あるいは電子ファイルとして情報を取り出し，

郵送や電子メールなど，ワークフロー管理システム以

外の自動化されていない手段で伝達する必要がある．

最近では，サプライチェーンマネジメントなど，社

間にまたがってリアルタイムに商品などの情報を伝達

する必要性が増してきている．また，銀行や証券会社
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もインターネット上でサービスを開始するなど，金銭

にかかわる契約情報をインターネット上で流通させる

ことは当然のことになってきている．企業間商取引契

約に関しても，従来の紙媒体の契約書を用いたものか

ら，徐々にインターネット経由のものが広まっていく

と考えられる．さらに，持株会社制の解禁により，グ

ループ企業経営のために連結決算制を導入するなど，

グループ企業内でリアルタイムな経営情報共有を実現

する必要性も高まってきている3),4)．

このような情勢においては，各団体や各企業が利用

しているワークフロー管理システムも，組織の壁，あ

るいは使用しているワークフロー管理システム製品

の差異を越えて相互に接続し，組織間での業務連携や

作業分担，情報共有などの目的に活用できるインター

ワークフロー管理システムの実現が期待されている．

著者らは，商用の異種ワークフロー管理システム

（具体的には Groupmaxと InConcert）を連携させる

インターワークフロー管理システムを構築し，その有

効性について検討するための実証実験を行った．本論

文では実証実験の詳細について報告する．2章で異種

ワークフロー管理システムを連携させる 2 つの方式

を述べた後，3章と 4章で基本的なモデルに基づいた

集中環境での比較実験，5章で実業務に基づいた分散

環境における比較実験について述べ，6章でインター

ワークフロー管理システムを総合的に評価する．最後

に 7章で本論文のまとめを述べる．

2. 異種ワークフロー管理システムによる組織
連携

異なったワークフロー管理システムを採用している

組織どうしが連携するには以下のような手順が考えら

れ，本論文ではこの方法を従来方式と呼ぶ．

( 1 ) 組織間で流すドキュメントのフォーマットを定

める．フォーマットしては両組織で共通的に使っ

ているもの，たとえばテキスト，Word，Excel，

XMLなどを使用する．それと同時に，他組織

とドキュメント交換を行う担当者と電子メール

アドレスの情報を開示する．

( 2 ) 各組織で独立にワークフローを定義する．

( 3 ) 連携時に担当者へドキュメントを添付した電子

メールを送付する．

( 4 ) 受け取ったドキュメントをワークフロー管理シ

ステムに投入する．

一方，筆者らが開発したインターワークフロー管理

システム5)∼7)を用いた場合には以下のような手順と

なり，本論文ではこれをインターワークフロー方式と

呼ぶ．

( 1 ) 関係する組織の担当者が集まり，インターワー

クフロー定義ツールを用い組織連携に関係す

る部分のみのワークフロー（インターワークフ

ローと呼ぶ）定義を行う．

( 2 ) インターワークフロー変換ツールにより，定義

されたインターワークフローを各組織が使用し

ているワークフロー管理システムの形式に変換

する．変換されたワークフローは組織連携に関

する部分しか定義されておらず，これをスケル

トンと呼ぶ．

( 3 ) 各組織用のスケルトンをそれぞれの担当者に電

子的に配布する．

( 4 ) 各組織ではそれぞれのワークフロー管理システ

ム定義ツールを用いて，スケルトンに実際に行

うべき独自処理を加える．

( 5 ) 組織間のドキュメント送受信は，それぞれのワー

クフロー管理システムで行われる．

すなわち，インターワークフロー方式がワークフ

ローの定義をトップダウンに行うのに対して，従来方

式では各組織で独立に定義したワークフローをボトム

アップして接続することになる．しかし，既存研究か

ら得られた知見では，従来方式の問題点はそれぞれの

組織で独立に定義された連携部分のワークフローが矛

盾を起こす可能性があること，および連携時に人手が

入ることにより相手先のアドレスなどの入力ミスが引

き起こされることなどが指摘されている8)．

今回のプロジェクトでは，ワークフロー管理シス

テムの標準団体である WfMC（Workflow Manage-

ment Coalition）のインタフェース 4 に準拠する

ように9)∼11)，商用の 2 つのワークフローエンジン

Groupmax 12)と Inconcert 13)を改良し，インターワー

クフロー定義ツールとそれぞれのワークフローエンジ

ン用のインターワークフロー変換ツールを開発して，

日本で初めて商用の異種ワークフロー管理システムを

連携させることに成功した．

そこで，インターワークフロー方式の有効性を示し

標準化を目指すため，インターワークフロー方式と従

来方式との比較実験を行った．まず，集中環境で基本

連携モデルと組織連携モデルを対象とした実験を行っ

た後，実業務に即したモデルを設定して分散環境で実

験を行った．

3. 基本連携モデル

3.1 3つの基本連携モデル

WfMCではワークフローの基本連携モデルとして
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図 1 基本連携モデル
Fig. 1 Basic cooperation models.

図 1 に示す「請負型」，「引継ぎ型」，「並行同期型」を

定義している．図 1 (a)の請負型とは，組織 1から組

織 2へ業務が移り，組織 2の業務が終了すると組織 1

に戻る型のことをいう．(b)の引継ぎ型とは，組織 1

から組織 2へ業務を引き継いで行われる型のことをい

う．(c)の並行同期型とは，組織 1と組織 2は独立し

て業務が進行していて，どちらかから相手に対して情

報が渡る型のことをいう．

これらの基本モデルは 2つのプロセス（あるいは組

織）が連携する基本的な形態であり，3つ以上のプロ

セス（あるいは組織）の複雑な連携も，これらの組合

せで実現することが可能である．

3.2 実験環境と実験手順

ワークフローの 3つの基本モデルを図 1 に示した

例において，従来方式とインターワークフロー方式で

比較実験を行った．ここで請負型と引継ぎ型では，組

織 1のワークフローエンジンはGroupmax，組織 2は

InConcertを用いたが，並行同期型は Groupmaxで

は仕様上実現不可能だったので，両ワークフローエン

ジンとも InConcertを用いた．

（a）従来方式の手順

( 1 ) 出題者が定義すべきワークフローの要件を出題

シートにて全被験者に提示する．

( 2 ) 被験者間で定義に必要な情報の連絡を電子メー

ルで行う．

( 3 ) 各被験者は担当組織のワークフローを定義する．

( 4 ) ワークフローを実行し，ワークフローの定義作

業が正しいことを証明する．正しく実行できな

い場合は原因を調査し，ワークフローを再定義

して実行する．これを正しく実行できるまで繰

り返す．

（b）インターワークフロー方式の手順

( 1 ) 出題者が定義すべきワークフローの要件を出題

シートにて全被験者に提示する．

( 2 ) 組織 1担当の被験者がインターワークフローを

定義する．

( 3 ) 作成した定義データをインターワークフロー

変換部に渡し，変換後スケルトンを各ワークフ

ローエンジンの作業者へ電子メールで送付する．

( 4 ) 各被験者は，必要に応じてワークフロー定義

データの追加項目の設定を行う．

( 5 ) ワークフローを実行し，ワークフローの定義作

業が正しいことを証明する．正しく実行できな

い場合，原因を調査し，ワークフローを再定義

して実行する．これを正しく実行できるまで繰

り返す．

被験者は大学院生 1人（女），大学生 2人（男，女），

オフィスワーカー 2人（男，女）の計 5人で，いずれ

の被験者もコンピュータ操作には習熟しており，ワー

クフロー管理システムの基本概念は理解しているが，

実際にワークフロー管理システムを使用したことは

ない．被験者を一堂に集め，インターワークフロー管

理システム，Groupmax，InConcertの操作法を実験

に必要な機能に関してのみ，こちらで用意した操作マ

ニュアルを用いて 4時間ほど研修した．その後，3グ

ループに分け（人数の都合上，1人だけ 2グループに

所属した），各グループが基本連携モデルの 1つを担

当し，各グループ 4回，計 12回の実験を行った．ワー

クフロー定義の習熟度の影響を軽減するため実験は 1

週間にわたって行われ，各グループとも 2日間実験に

参加したが，初日と 2日目は 3，4日ほど間を空けて

いる．請負型と並行同期型を担当したグループは，初

日は従来方式の後にインターワークフロー方式で作業

し，2日目は逆順とした．引継ぎ型を担当したグルー

プは，初日はインターワークフロー方式，2日目は従
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図 2 請負型の比較実験結果
Fig. 2 Results of comparison experiments of the nested

subprocesses model.

来方式を先に行った．

実験では，出題シートが渡されてからワークフロー

が正確に実行されるまでの時間と，ワークフロー完成

までに誤った回数を計測した．この実験では，組織間

で交換されるのは空メッセージのみであり，帳票を完

成させるようなタスクは設定されていない．したがっ

て，ここで計測された時間はワークフローを正確に定

義するのにかかった時間といえる．時間計測や情況を

観察する必要上，この比較実験は被験者全員を同室に

集めて行ったが，実験中は電子メール以外のコミュニ

ケーションは行わないように指示した．

3.3 実 験 結 果

（1）請負型

請負型の実験結果を図 2 に示す．正確な定義が完

成するまでの時間を比較すると，図より 1回目の実験

ではインターワークフロー方式の方が，2回目の実験

では従来方式の方が短くなっている．すなわち，先に

ワークフローを定義した方式の方が時間がかかってお

り，簡単なワークフロー定義では方式よりも習熟度の

影響の方が大きいと考えられる．

（2）引継ぎ型

引継ぎ型の実験結果を図 3に示す．このケースでは

実験順序を逆にしているので，1回目の実験では従来

方式の方が，2回目の実験ではインターワークフロー

方式の方が作業時間が短くなっており，やはり習熟度

の影響が大きいと考えられる．しかし，インターワー

クフロー方式の方が誤り数が少なく平均作業時間も短

くなっており，少なくとも従来方式以上の有効性はあ

ると考えられる．

図 3 引継ぎ型の比較実験結果
Fig. 3 Results of comparison experiments of the chained

service model.

図 4 並行同期型の比較実験結果
Fig. 4 Results of comparison experiments of parallel

synchronized model.

（3）並行同期型

並行同期型の実験結果を図 4に示す．このケースで

は実験順序にかかわらず，インターワークフロー方式

の方が作業時間が短くなっている．並行同期型は基本

連係モデルの中では最も定義項目が多く，このような

複雑な構造の場合にはワークフロー定義の習熟度にか

かわらず，インターワークフロー方式の方が従来方式

よりも優れていると考えられる．

4. 組織連携モデル

4.1 設定モデル

より複雑な組織連携モデルにおける従来方式とイン

ターワークフロー方式の比較実験を行うため，基本連
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図 5 3組織連携モデル
Fig. 5 3 organizations cooperation model.

図 6 5組織連携モデル
Fig. 6 5 organizations cooperation model.

携モデルを組み合わせて図 5，図 6に示す 3組織連携

モデルと 5組織連携モデルを設定した．ただし用意で

きたワークフローエンジン数の都合上，並行同期型は

この実験モデルには組み込まないこととした．また，

帳票への記入など実際の作業は行わず，組織間の連携

だけを考えるモデルとした．

4.2 実験環境と実験手順

実験手順は，前述の基本連係モデルの場合とまった

く同様で，3組織連携モデルと 5組織連携モデルにお

いて，従来方式とインターワークフロー方式の両方の

場合について，ワークフローを正確に定義できるまで

の時間と誤り回数を計測した．インターワークフロー

方式の場合，前回と同様に組織 1を担当する人がイン

ターワークフロー定義を行うこととした．また，基本

連携モデル実験との被験者の重複はいっさいない．

今回は実験時間の都合上，従来方式で作業を行ってか

らインターワークフロー方式で作業を行ったが，ワー

クフロー定義の習熟度の影響を軽減するため，各グ

ループとも初日は従来方式で，3，4日ほど間を空けて

インターワークフロー方式で作業を行った．また，用

意できるサーバ数の制約から，5組織モデルにおける

組織 5で InConcertを用いた以外はすべてGroupmax

をワークフローエンジンとして用いた．

被験者は大学院生 2人（男，女），大学生 4人（男），

オフィスワーカー 2人（男）の計 8人で，そのスキル

や経験は基本連携モデルの被験者とほぼ同様であり，

実験前に 3 つのワークフロー管理システムの研修を

行った．研修後，3組織連携の場合は 3人，5組織連

携の場合は 4人（組織 1と組織 3を 1人で担当）で実

験を行った．被験者が同一の組織を担当しないように

組み合わせ，3組織連携実験用 3グループ（3A，3B，

3C），5 組織連携実験用 3グループ（5A，5B，5C）

を作り，両モデルとも実験を 3回ずつ行った．実験を

行った部屋やコミュニケーション環境は基本連携モデ

ルとすべて同じである．

4.3 実 験 結 果

3A，3B，3Cの各グループで行った 3組織連携モデ

ルにおいて，従来方式を用いた場合の作業時間と誤り

回数を表 1 (a)に，インターワークフロー方式を用い

た場合を表 1 (b)に，そして両方式において 3グルー

プの平均作業時間をグラフ化したものを図 7 に示す．

同様に 5A，5B，5Cの各グループで行った 5組織

連携モデルにおける実験結果を表 2 に示す．表 2 に

おいて走行確認が 2つあるのは，5組織モデルでは組

織 2に条件分岐がありその両方の場合を実験したから

である．ただし，5グループの平均作業時間をグラフ

化した図 8 では，走行確認の処理時間は 2つの条件

で走行させたときの合計をとっている．

この結果，3組織連携モデルでは，従来方式は平均

作業時間 63 分，総誤り回数 13 回となり，インター

ワークフロー方式は平均作業時間 41分，総誤り回数

4回となった．また 5組織連携モデルでは，従来方式

は平均作業時間 196分，総誤り回数 9回となり，イン

ターワークフロー方式は平均作業時間 129分，総誤り

回数 4回となった．

定義誤りがある場合にはそれを修正し，再び走行確

認を行うので，当然ながら誤り回数は修正・走行確認

時間に大きな影響を与える．3組織連携モデルにおい

て表 1 の実験結果をよく見ると，3Aグループは誤り

回数が 9回と他のグループの 4倍以上であったため，
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表 1 作業時間と誤り回数（3組織連携モデル）
Table 1 Operation time and the number of mistakes.

表 2 作業時間と誤り回数（5組織連携モデル）
Table 2 Operation time and the number of mistakes.

図 7 平均作業時間（3組織連携モデル）
Fig. 7 Average operation time.

図 8 平均作業時間（5組織連携モデル）
Fig. 8 Average operation time.
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図 9 実業務モデル
Fig. 9 Business model.

修正・走行確認時間は 6～10倍ほどかかってしまった．

これを異常データと考え 3Aグループの実験結果をす

べて取り除くと，3組織連携モデルにおいて従来方式

は平均作業時間 44分，総誤り回数 4回，インターワー

クフロー方式は，平均作業時間 34分，総誤り回数 1

回となる．

5. 分散環境における連携実業務モデル

5.1 設定モデル

分散した環境で実業務に即したタスクでの比較実験

を行うため，図 9に示す「購入品発注・受領処理」業

務をモデルとして設定した．この業務は，3組織にま

たがり 5個の連携がある．本モデルを適用した理由は，

以下のとおりである．

( 1 ) 業界や法人に依存せず，幅広く同様の業務が現

実に実施されている．

( 2 ) 2組織であれば，1対 1で連携するだけである．

しかし，3組織であれば，必ず 1組織は，複数

の相手組織と連携する必要があるため，3組織

で有効であれば，4組織以上でも有効であると

いえる．

( 3 ) 5個の連携により，異なる連携パターンを盛り

込むことができる．

実業務モデルにおいて，仕様書，見積依頼書，見積

書，注文書，請求書，納品書，契約原簿，仕訳簿とい

う 8種類の帳票を使用する．これらの帳票は，すべて

Microsoft Excel（以下 Excelと表記）を用いて作成，

参照，修正の作業を実施する．帳票のうち，仕様書，

見積依頼書，見積書，注文書，請求書，納品書の 5種

類については，インターワークフロー管理システムの

メッセージとして組織間にまたがって送受信する．従

来方式の場合は，メッセージではなく電子メール送受

信ツールを用いて送受信する．

5.2 実 験 環 境

被験者はワークフロー管理システムの操作に慣れて

いる 6人のオフィスワーカー（男 4人，女 2人）で，

3人構成の A，Bグループに分けられた．各被験者は，

図 9の実業務モデルにおける事業部担当，購買部担当，

業者（1および 2の兼任）担当に割り当てられ，事業

部担当は千代田区の A社，購買部担当は厚木市の K

大学，業者担当は横浜市の N社に配置された．事業

部担当のワークフローエンジンはGroupmax，購買部

担当と業者担当は InConcertを用いた．各サイトはイ

ンターネットで接続されており，また直通電話で連絡

が可能となっている．

実業務においてはワークフローは一度定義されるだ

けだが，定義されたワークフロー上を業務に応じて帳

票が繰り返し流れて処理されていく．そこで実業務モ

デルを用いた実験では，ワークフローを定義するとき

（連携実業務定義実験）とワークフローを実行すると

き（連携実業務稼動実験）に大別し，それぞれ従来方

式とインターワークフロー方式の比較実験を行った．

両実験とも作業の習熟度による影響を軽減するために，

Aグループはインターワークフロー方式，Bグループ

は従来方式から先に行い，実験終了後にアンケートを

実施した．

5.3 連携実業務定義実験

各グループは以下の手順に従って，従来方式とイン

ターワークフロー方式のそれぞれで実業務モデルの定

義作業を 2日間にわたって行い，ワークフロー定義が
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完成するまでの時間を測定した．

（a）従来方式の定義作業手順

( 1 ) 各組織の定義実施者は，個別に各組織で使用し

ているワークフローエンジン用のプロセス定義

を完成させる．

( 2 ) 購買部担当，業者担当は定義が終了したことを

事業部担当に電話連絡する．

( 3 ) 仮のメッセージを用いてひととおり実行し，ワー

クフロー定義が正しくできたことを確認する．

（b）インターワークフロー方式の定義作業手順

( 1 ) インターワークフロー定義部担当（今回は事業

部とした）が，インターワークフロー定義部を

使用し，全組織のプロセス定義を実施し，イン

ターワークフロー定義言語データファイルを作

成する．

( 2 ) インターワークフロー定義部担当が，上記ファ

イルを各組織の定義実施者に電子メールで送付

する．

( 3 ) 各組織の定義実施者は，インターワークフロー

変換部を使用し，各組織で使用しているワーク

フローエンジン用のスケルトンを作成する．

( 4 ) 各組織の定義実施者は，上記のスケルトンを

ベースに各組織で使用しているワークフローエ

ンジン用のプロセス定義を完成させる．

( 5 ) 購買部担当，業者担当は定義が終了したことを

事業部担当に電話連絡する．

( 6 ) 仮のメッセージを用いてひととおり実行し，ワー

クフロー定義が正しくできたことを確認する．

ワークフローの定義時間（誤りを含む可能性あり），

定義に誤りがあった場合の修正時間，定義時間と修正

時間の合計（正確な定義が完成するまでの時間）を表 3

に示す．

両グループとも従来方式を用いた場合は，ワークフ

ローを定義するのにかかったのと同等以上の時間が，

ワークフロー定義を修正するのにかかっている．従来

方式では，誤りが発生したときに各組織の担当者が電

話連絡を取り合いながら修正作業を行ったが，ここで

多くの時間を消費した．一方，インターワークフロー

方式では定義を修正する必要は生じなかった．実業務

モデルは一見複雑に見えるが，組織連携の部分だけに

注目するとかなり単純なフローであり，ワークフロー

定義に慣れた人が 1人でインターワークフローの定義

作業を行ったため，定義ミスが発生しなかった．

また，ワークフローの最初の定義時間を比較すると，

両グループとも最初に行った方式の方が時間がかかっ

ており，ワークフロー定義の習熟の影響が見られる．

表 3 ワークフロー定義時間
Table 3 Workflow definition time.

しかし従来方式では修正時間がかかるため，正確な定

義が完成するまでの時間は両グループともインター

ワークフロー方式の方が短い．単純平均では，従来方

式 198.5分，インターワークフロー方式 71.5分とな

り，インターワークフロー方式を採用することにより

ワークフロー定義完成までの時間は 1/3近くに短縮さ

れた．

5.4 連携実業務稼動実験

上で定義されたワークフローに対して，3種類の帳

票を 2 回，合計 6 枚の帳票を流し各作業者の作業時

間を計測した．各グループとも日時を変えて，以下の

手順で従来方式とインターワークフロー方式で作業を

行った．

（a）従来方式の実行作業手順

( 1 ) 各組織の作業実施者（事業部担当，購買部担当，

業者担当）は，作業手順に従い各種帳票を作成

し，各ワークフローエンジンを操作する．

( 2 ) 帳票を Excelで作成し，ワークフローエンジン

に組み込む（インポートする）．

( 3 ) 帳票を他組織に送信する場合，ワークフロー

エンジンから帳票ファイルを取り出し（エクス

ポートし），市販の電子メールツールを用いて，

電子メールの添付ファイルとして送信する．

( 4 ) 帳票を他組織から受信する場合，市販の電子

メールツールを用いて，電子メールの添付ファ

イルとして受信し，ワークフローエンジンに組

み込む（インポートする）．

（b）インターワークフロー方式の実行作業手順

( 1 ) 各組織の作業実施者（事業部担当，購買部担当，

業者担当）は，作業手順に従い各種帳票を作成

し，各ワークフローエンジンを操作する．

( 2 ) 帳票を Excelで作成し，ワークフローエンジン

に組み込む（インポートする）．

( 3 ) 帳票の組織間の送受信は，ワークフローエンジ

ンの操作のみで，インターワークフロー実行部

のメッセージング機能により行われる．

作業担当者ごとの時間の流れを図 10 に示す．図に

おいて網掛けで表現されている部分は，各担当者が実

際に作業を行っていた時間である．いずれのグループ



Vol. 41 No. 10 異種ワークフロー管理システムを用いたワークフロー連携実験 2727

図 10 各担当の作業時刻
Fig. 10 Real time of the operation of each department.

も後で実行した方式の方が全体の作業としては早く終

了しており，作業の習熟の影響が見られる．また，イ

ンターワークフロー方式では組織間のメッセージの送

受信が自動的に行われるため，相手組織での処理が終

わって書類が回ってきたことに気づかず，処理が滞留

するという事態が発生した．特に，この実験は通常の

業務を行いながら実施したので，頻繁にワークフロー

管理システムの状態を確認しない傾向が見られた．

そこで，ワークフロー（このモデルでは，事業部，

購買部，業者，購買部，業者，購買部という流れであ

る）に沿って，実際にかかった作業時間の平均を求め

たものを図 11 に示す．各作業にかかった作業時間の

平均値について，従来方式とインターワークフロー方

式とで比較してみると，事業部・購買部・業者のどの

担当場所でもインターワークフロー方式が従来方式よ

りも稼働時間の平均が少なくなっている．さらに，作

業時間合計の平均で両方式を比較してみると従来方式

が 58.9分であるのに対し，インターワークフロー方

式は 35.2分と稼働が約 40%削減されていることが分

かる．このことにより，インターワークフロー方式は

従来方式に比べて非常に効率が良いといえる．

6. 検 討

基本連携モデルの実験において，被験者に十分な時

間をかけて研修をしたことと，基本的なモデルを使用

していることで，習熟度による影響は実験結果データ

の差として表れるほど大きなものではないと仮定して

いた．ところが，同一作業者が実験回数を重ねるに従

い作業時間が減少していることを考慮すると，作業者

がフロー作成に習熟している影響も無視できないこと
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図 11 各担当の作業時間の平均値
Fig. 11 Average operation time of each department.

が分かった．今回は実験数が少なかったため，習熟度

がどれくらいなのかを判断することはできなかったが，

平均時間で比較すればインターワークフロー方式の方

が優れた値となった．

また，請負型と引継ぎ型では上記に述べたような習

熟度の影響が方式の差異よりも大きかったが，図 4に

示すように並行同期型ではつねにインターワークフ

ロー方式の方が優れていた．もちろん並行同期型でも

1回目と 2回目を比較すると，どちらの方式でも 2回

目の定義時間の方が短く習熟度の影響は見られるが，

方式の差異は習熟度の影響を上回っている．この原因

としては，並行同期型の連携方法が他の 2つに比べて

複雑なため，インターワークフロー方式の効果が顕著

に表れたためだと考えられる．

組織連携モデルの実験結果を見ると，従来方式の作

業時間と比較してインターワークフロー方式は，3組

織連携モデルは 65%，5 組織連携モデルでは 66%と

短くなっている．ただし，この実験ではつねに従来

方式を先に行っており，習熟度の影響をまったく考慮

していない．習熟度の 1 つの目安として，基本連携

モデルにおける各グループの初日の作業時間の合計

（81+29+49+52+57+27=295分）と 2日目の作業時

間の合計（24+27+54+32+39+22=198分）を参考に

すると，作業の習熟により 2 回目は約 67%の作業時

間となると期待される．被験者の母集団や実験内容が

異なるので正確なことはいえないが，この結果から方

式による差異を主張することはできないと思われる．

一方，分散環境における実業務モデルを用いた実験

では，ワークフロー定義時と稼動時の両方においてイ

ンターワークフロー方式の優位性がはっきり表れた．

まず定義時においては，組織連携の部分に関してはトッ

プダウンでワークフローを定義し，各組織に配布した

方が，ボトムアップ的に各組織独立で定義したワーク

フローをつなぎ合わせるよりも，定義誤りの面で圧倒

的に有利であることが確認できた．また稼動時におい

ては，各組織のワークフローエンジンが自動的にメッ

セージのやりとりを行うことで，人手が入るときより

も大幅な処理時間の削減が見られた．

さらに，前 2つのモデルでの実験結果と大きな差が

出た原因としては，以下のことが考えられる．

（1）集中環境と分散環境

基本連携モデルおよび組織連携モデルは，お互いの

顔が見える同室での実験であった．電子メール以外で

のコミュニケーションを制限したが，お互いの状況を

認識できるいわゆるアウェアネスの効果があったこと

を見逃すことはできない．それに対して，実業務モデ

ル実験では被験者の距離は数十 km離れており，電話

以外の音声コミュニケーションの手段はなかった．

（2）被験者への動機付け

基本連携モデルおよび組織連携モデルの実験では，

実験の前に研修を行い，また実験中はその作業にのみ

集中させた．実験に参加しているという意識はきわめ

て高く，できるだけミスを引き起こさないよう慎重に

作業したと考えられる．一方，実業務モデルの実験で

は，被験者はワークフロー管理システムに慣れており

特に研修も行わず，また実験中でも作業待ちの間は通

常の業務を行っていたため，実験に参加しているとい

う意識は低いと考えられる．

実際にワークフロー管理システムを用いて組織間連

携を行う場合，作業者の意識，作業条件，作業環境な

どは実業務モデルにきわめて近く，実業務モデルの実

験結果の方が現実的であると考えられる．以上，定義

誤りの減少，作業時間の減少という面から，異種ワー

クフロー管理システムを実際の組織連携業務に用いた

場合，インターワークフロー方式は従来方式と比較し

て大幅な効率改善が期待できる．

7. お わ り に

今回のプロジェクトでは，日本で初めて商用のワー

クフロー管理システム（Groupmaxと InConcert）を

連携させることに成功した．この成果は 1999年 12月

に開催されたWfMC東京会議で報告され，実際のデ

モンストレーションでも高い評価を得た．WfMC参照

モデルのインタフェース 4に従って，ワークフローエ
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ンジンを設計すれば理論的には連携は可能だが，実際

の業務で人手による作業が入った場合ワークフロー定

義ミスなどさまざまな問題が発生すると考えられる．

本論文では，各組織が別々にワークフローを定義す

る従来方式とインターワークフロー方式を用いて，基

本連携モデル，組織連携モデル，連携実業務モデルに

おける比較実験を行い，特に分散環境におけるイン

ターワークフロー方式の優位性を示した．今回の実験

では，組織間連携のためのワークフローの定義，作成

を主なターゲットとしたが，インターワークフロー方

式を本当の意味で実用化するためには，ワークフロー

の定義，作成，テスト，運用，変更，保守の各フェー

ズにおける検討を十分に行わなければならない．単一

のワークフロー管理システムを用いて組織内部で処理

する場合と，異種ワークフロー管理システムを用いた

組織間連携，特に契約や納期が絡むような場合では，

例外処理の取扱いなど技術的な面だけではなく運用上

異なる面も多いと考えられる．今後さらなる実験を継

続し実用化に向けて検討を行いたいと考えている．

組織の再編成，アウトソーシング，ベンチャー企業

の台頭などの背景を考えると，組織間連携はこれから

ますますさかんになってくるものと思われる．新しい

社会構造を支えるために，インターワークフロー管理

システムが貢献することを期待している．
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